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H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

住宅リフォームの市場は、新築住宅

着工戸数が低迷している中で、ほと

んど落ち込んでいないことを考えると、

市場は拡大傾向にあるといえる。

（１）



■既存住宅流通の現状

全住宅流通量(既存流通＋新築着工)に占める既存住宅の流通シェアは増加傾向。

平成20年における既存住宅流通シェアは、約13.5％。

これに対し、欧米諸国における既存住宅流通シェアは、７割から９割程度。

H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

新規の住宅着工戸数が減少傾向にある中で、既存住宅流

通のシェアは少しずつではあるが拡大傾向である。

（２）



H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

■リフォームの検討段階における不足情報

（３）



H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

【既存住宅取得を検討したにもかかわらず買わなかった理由】

(出典)既存住宅流通活性化プロジェクト(H20.1)((株)リクルート住宅総研) （４）
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0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0特にないその他電気の容量（アンペア）やガスの容量が少なかったから仲介不動産会社と付き合うのが不安だったからケーブルテレビやインターネット環境が不満だったから駐車場の空きがなかったからインテリアが古臭かったから建物の外観デザインが古臭かったから中古住宅は詳しい物件情報を集めるのが難しかったから中古は新築に比べ住宅ローンで不利だと思ったから将来売却するときに安くしか売れないと思ったからリビングルームが狭い、薄暗いなど不満だったから給配水管が老朽化して赤水などが心配だったからその他の設備が老朽化していたから中古は新築に比べ税制面で不利だと思ったから希望している地域に中古物件がなかったから希望の面積や部屋数を満たす物件が少なかったから老朽化していた見た目が汚かったから中古住宅には保証やアフターサービスがないから間取り、部屋の配置が使いづらかったからバスルームやトイレが狭い、汚いなど不満だったからキッチンが古い、汚いなど不満だったから昔建てられた住宅は耐震性や断熱性など品質が低いから物件に隠れた不具合があるのではないかと心配だったからリフォーム費用やメンテナンス費で結局割高になるから価格が妥当なのか判断できなかったからせっかくのマイホームは新築の方が気持ちが良いから
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H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

■住宅リフォームに関する消費者支援策

（５）



H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

■リフォーム工事に係る保険

（６）



H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

■既存住宅売買に係る保険

（７）



H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

■リフォーム見積アドバイス制度

（８）



H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

■弁護士等による無料の専門家相談制度

（９）



投資型減税投資型減税投資型減税投資型減税耐耐耐耐震震震震 【耐震改修促進制】①適用期間：平成25年12月31日まで②控除期間：１年（工事を行った年分のみ）③控除額：改修に要した費用の10％　（控除対象限度額200万円） 当該家屋に係る固定資産税額（120㎡相当分まで）①適用期間と控除期間　改修時期に応じ　イ.平成18～21年：３年　ロ.平成22～24年：２年　ハ.平成25～27年：１年②軽減額：１/２を減額
【住宅建物耐震改修事業】(地方公共団体を通じた助成）①対象事業　住宅・建築物の耐震改修工事②助成率　建物の状況により23％～66.7％【社会資本整備総合交付金(地域住宅支援分野)】①対象事業　地方公共団体の独自制度に対して、国費が費用の一部を助成②助成率：概ね45％

①基本融資額：1000万円※１②返済期間と金利　イ.通常融資　　・返済期間10年以下：２．０４％　　・返済期間１１～２０年：２．３２％　ロ.高齢者向け返済特例制度※２　　・20年：２．５６％※１　耐震改修を含む改修費用全額が融資対象※２　元金を申込者の死亡時に一括して返済する制度　　　　　　　　　　　　（金利はH22.7.7現在）ババババリリリリアアアアフフフフリリリリーーーー 【住宅リフォームに関する投資型減税】①適用期間：平成22年12月31日まで②控除期間：１年(工事を行った年分のみ）③控除額：改修に要した費用の10％　（控除対象限度額200万円） 【バリアフリー改修促進税制】①適用期間：平成25年12月31日まで②控除期間：５年③控除率：　イ.段差解消、手すり設置等工事相当分：２％　ロ.上記以外の工事相当分：１％　※イ＋ロの控除対象限度額1,000万円　　（イについては200万円） 当該家屋に係る翌年度分の固定資産税額（100㎡相当分まで）①適用期間：平成25年３月３１日まで②控除期間：１年③軽減額：１/３を減額 【社会資本整備総合交付金(地域住宅支援分野)】①対象事業　地方公共団体の独自制度に対して、国が費用の一部を助成②助成率：概ね45％ ①基本融資額：1000万円※１②返済期間と金利　イ.高齢者向け返済特例制度※２　　・20年：２．７６％※１　バリアフリー改修を含む改修費用全額が融資対象※２　元金を申込者の死亡時に一括して返済する制度　　　　　　　　　　　　（金利はH22.7.7現在）
省省省省エエエエネネネネ 【住宅リフォームに関する投資型減税】①適用期間：平成22年12月31日まで②控除期間：１年(工事を行った年分のみ）③控除額：改修に要した費用の10％　（控除対象限度額200万円）　（太陽光発電設備を設置する場合は300万円） 【省エネ改修促進税制】①適用期間：平成25年12月31日まで②控除期間：５年③控除率：　イ.住宅全体を現行省エネ基準相当へ改修：２％　ロ.上記以外の工事相当分：１％　※イ＋ロの控除対象限度額1,000万円　　（イについては200万円） 当該家屋に係る翌年度分の固定資産税額（120㎡相当分まで）①適用期間：平成25年３月３１日まで②控除期間：１年③軽減額：１/３を減額 【住宅・建築物省CO2先導事業】(国から民間事業者への直接補助)①対象事業　モデルプロジェクトとなる省エネリフォームに対して支援を行う。②補助率：１/2【社会資本整備総合交付金(地域住宅支援分野)】①対象事業　地方公共団体の独自制度に対して、国が費用の一部を助成②助成率：概ね45％既既既既存存存存住住住住宅宅宅宅流流流流通通通通 【既存住宅流通活性化等事業】（既存住宅流通タイプ）①対象事業　既存住宅売買瑕疵保険に加入し、住宅履歴情報を整備した場合に、売買時に行うリフォーム工事費用の一部を補助②補助率：１/３（構造・雨水防水工事を含む場合）１/４（構造・雨水防水工事を含まない場合）（100万円/戸を限度） 【フラット３５】①融資割合：１００％②返済期間と金利　取扱金融機関により異なるが、　イ．返済期間21年以上35年以下　　2.320％～3.280％　ロ．返済期間が20年以下　　2.100％～3.200％　　　　　　　　　　　　　（H22.7時点）

中古住宅流通中古住宅流通中古住宅流通中古住宅流通・・・・リフォームリフォームリフォームリフォームにににに関関関関するするするする税税税税・・・・補助補助補助補助・・・・融資制度融資制度融資制度融資制度所得税所得税所得税所得税 ローンローンローンローン型減税型減税型減税型減税

【住宅ローン減税】住宅の新築、取得、増改築等を行った場合に、住宅ローン等の年末残高に応じ所得税から控除。①適用期間：平成25年12月31日まで②控除期間：10年間③控除率：１％※控除対象借入限度額は居住開始年により5000万円～2000万円と異なる。

　　　　補助制度補助制度補助制度補助制度 融資制度融資制度融資制度融資制度((((独独独独))))住宅金融支援機構住宅金融支援機構住宅金融支援機構住宅金融支援機構によるによるによるによる融資融資融資融資固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税減税制度減税制度減税制度減税制度

【既存住宅流通活性化等事業】（リフォーム工事タイプ）①対象事業　リフォーム瑕疵保険に加入し、住宅履歴情報を整備した場合に、リフォーム工事費用の一部を補助②補助率：１/４（100万円/戸を限度）
【【【【住宅住宅住宅住宅エコポイントエコポイントエコポイントエコポイント】】】】(リフォーム)①対象事業　窓の外壁等の断熱改修など、一定の省エネリフォームに対して、商品券や同時に行う他の工事に利用可能なポイント発行（省エネリフォームと同時に行うバリアフリー工事もポイント発行対象）【【【【エコポイントエコポイントエコポイントエコポイントならならならならプラスプラスプラスプラス】】】】   国の住宅エコリフォームに併せて、景観に配慮した屋根・外壁の改修や耐震改修を行った場合に県内商品券を交付。

H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－
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H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

（参考）新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～

〔２０１０年６月１８日閣議決定〕 抜粋

２２２２．．．．６６６６つのつのつのつの戦略分野戦略分野戦略分野戦略分野のののの基本方針基本方針基本方針基本方針とととと目標目標目標目標とするとするとするとする成果成果成果成果

（（（（４４４４））））観光立国観光立国観光立国観光立国・・・・地域活性化戦略地域活性化戦略地域活性化戦略地域活性化戦略～～～～ストックストックストックストック重視重視重視重視のののの住宅政策住宅政策住宅政策住宅政策へのへのへのへの転換転換転換転換～～～～

（（（（中古住宅中古住宅中古住宅中古住宅のののの流通市場流通市場流通市場流通市場、、、、リフォームリフォームリフォームリフォーム市場等市場等市場等市場等のののの環境整備環境整備環境整備環境整備））））

数世代にわたり利用できる長期優良住宅の建設、適切な維持管理、流通に至るシステムを構築す

るとともに、消費者が安心して適切なリフォームを行える市場環境の整備を図る。また、急増する高齢

者向けの生活支援サービス、医療・福祉サービスと一体となった住宅の供給を拡大するとともに、リ

バースモーゲージの拡充・活用促進などによる高齢者の資産の有効利用を図る。さらに、地域材等を

利用した住宅・建築物の供給促進を図る。

これらを通じて、2020 2020 2020 2020 年年年年までにまでにまでにまでに、、、、中古住宅流通市場中古住宅流通市場中古住宅流通市場中古住宅流通市場ややややリフォームリフォームリフォームリフォーム市場市場市場市場のののの規模規模規模規模をををを倍増倍増倍増倍増させるとともに、

良質な住宅ストックの形成を図る。

（11）



H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

■住宅履歴情報の蓄積・活用 －なら住まいるカルテの活用－http://www.pref.nara.jp/jutaku/smilekarte/

（12）



H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

（13）



H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

■住生活基本法

国民の豊かな住生活の実現を図るため、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、その

基本理念、国等の責務、住生活基本計画の策定その他の基本となる事項について定める。

（14）



長期優良住宅認定戸数(戸建)割合の推移
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全国

奈良県H21年6月 H21年7月 H21年8月 H21年9月 H21年10月 H21年11月 H21年12月 H22年1月 H22年2月 H22年3月 H22年4月 H22年5月 H22年6月 H22年7月新設住宅着工戸数 68,268 65,974 59,749 61,181 67,120 68,198 69,298 64,951 56,527 65,008 66,568 59,911 68,688 68,785新設住宅着工戸数(戸建て) 34,801 34,381 33,301 32,811 34,029 34,503 33,245 29,882 29,601 30,914 32,336 33,633 37,851 37,283長期優良住宅認定戸数 2,366 4,652 4,572 5,840 7,237 7,108 6,795 5,529 5,918 7,110 6,584 6,860 9,429 9,590新設住宅着工戸数 510 420 550 540 569 519 455 519 607 474 480 534 777 504新設住宅着工戸数(戸建て) 429 338 415 408 351 394 329 340 354 356 396 322 432 358長期優良住宅認定戸数 40 115 80 75 113 103 116 102 97 100 95 112 138 153全国奈良県

H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

質の高い長期優良住宅のストック形成が進んでいる。本県では、長期優良住宅の割合が高い。
（15）



　石川県自立支援型住宅リフォーム資金助成制度 事業内容 自介護を要する状態にある高齢者や身体に障害のある者が自宅において自立した生活を営むことができるよう、住宅をリフォームする　(バリアフリー) 対象・条件 介護保険制度で要介護、要支援と認定された方のいる世帯・下肢、体幹等障害程度1～3等級の方のいる世帯助成内容 補助限度額：100万円［市町が個人に補助する額］助成率：1/2［県から市町への補助率］便所、浴室、台所、玄関、廊下等のバリアフリー改造、手すりの設置、スロープの設置、障害に対応した洗面台の設置、車椅子対応の流し台設置　その他　宮城県木造住宅耐震改修工事助成事業 事業内容 木造住宅耐震診断助成事業の結果に基づき，耐震改修工事や建て替え工事を実施する個人に対し市町村がその費用の一部を補助する場合に県が助成する。　(耐震関係) 対象・条件 木造住宅耐震診断助成事業に基づき市町村が派遣した診断士が作成した耐震改修計画に基づく耐震設計及び改修工事を実施する住宅（構造評価点０．７未満の住宅の建替えを含む）助成内容 補助事業費上限額を９０万円とし，県がその１／３（補助限度額３０万円）以内の額を補助する。設立目的 既存木造住宅等の耐震性能を図ることを目的とする。　静岡県木造住宅耐震化推進協議会 組織概要 (社)静岡県建築士事務所協会・(社)静岡県建築士会・静岡県木造建築工業組合・全建総連静岡県建設労働組合・(社)静岡県建設業協会・(社)日本木造住宅産業協会静岡県支部等 民間建築関係11団体設立 平成15年8月6日活動実績 ・出前講座の開催（講演会２回、木造住宅引き倒し実験、住宅リフォームフェアの計４回）・プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－０」推進トップセミナー（共催、３回）・耐震化専門技術者の派遣（15回、延べ59人）　福岡県住宅市場活性化協議会 設立目的 ストック重視・市場重視の観点から、官民が連携し異業種が交流して、中古住宅市場・住宅リフォーム市場の活性化を図り、もって県民の住生活の安定向上に資することを目的とし、次の事業を実施。・中古住宅管理・流通、住宅リフォーム市場活性化のための施策等の検討・中古住宅管理・流通、住宅リフォーム市場活性化のための県民等に対する情報提供・中古住宅管理・流通、住宅リフォーム市場活性化方策の調査、研究及び提言に関すること組織概要 福岡県、北九州市、福岡市、住宅金融公庫福岡支店、（財）福岡県建築住宅センター、７事業者団体、３企業活動実績 【リフォーム関連】リフォーム事業者の組織化→消費者が安心して頼めるリフォーム環境の検討・業界の組織化のための方策及び自主ルールの検討　熊本県住宅リフォーム協会 設立目的 住宅リフォーム相談、住宅リフォームに関する講習会、住宅リフォームの情報収集、バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進、リバースモゲージに関する研究推進等を目的とする組織概要 （財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターに登録された増改築相談員１名以上を擁する企業２１社で構成。活動実績 １）熊本住まいのフェア２００４実行委員会のメンバーとして、新築増改築リフォーム等の住まいづくりに関する情報提供を行う。（熊本市下通アーケード一帯を利用）２）熊本県が事務局となって、各団体との連携・情報交換の場として平成１６年度から発足した「熊本県住宅情報ネットワーク会議」の構成メンバーとして住情報の提供・意見交換等の活動を実施。３）「増改築相談員」研修会開催　神奈川県高齢者向け住宅改造施工業者登録制度　（バリアフリー関係） 制度の目的 この制度は、（社）かながわ住まい・まちづくり協会が施工業者を登録し、情報提供することにより、神奈川県内において実施されている高齢者向けの住宅改造相談において活用を図り、高齢者向けリフォームの円滑な推進を図る。事業概要 高齢者向けの住宅改造に関する研修会を受講し、適切に業務を行う旨の誓約をした施工業者を登録し、福祉関係窓口に名簿を置いて活用してもらっている。登録業者数は、平成17年3月31日現在371業者。　みえの住まいの人財バンク　（耐震等関係） 制度の目的 木造住宅の耐震診断やバリアフリー改修を行う際等に、県民の方々の相談にのっていただける技術者の方の資格や連絡先を一覧にした名簿を三重県が作成し、ホームページで公表。事業概要 ・三重県や三重大学においてこれまでに耐震診断の講習を受講された技術者の方々のうち、掲載について承諾を得られた方を掲載。・相談等を依頼する相手方は、相談者自身の責任により選定。・H17.4.1現在の登載者　５３４名　神戸市選定支援システム　（事業者情報提供関係） 制度の目的 神戸市すまいの安心支援センターにおける相談をより円滑に行うために必要である、建築士事務所並びに建設業者に関する諸情報を、市民に対し公開すること。事業概要 建築事務所（共同、戸建）、建設業者（共同、戸建新築、戸建リフォーム）といった区分ごとに業者から登録申請を受け、選定委員会において審査した業者を登録する。神戸市すまいの安心支援センターの窓口およびインターネット上で検索できる。

(1) 住宅リフォームに関連した助成事業
(2) 地域レベルでの住宅リフォーム関連推進協議会組織

（３）地域レベルでのリフォーム事業者登録制度の有無について

H22.10.8 奈良県リフォーム市場の活性化 －安全・安心リフォームの推進－

■他県のリフォーム関連施策の取り組み状況
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論点要旨４

■リフォーム市場の活性化－安全・安心リフォームの推進－

量的には充足した住宅ストック ( 奈良県の空き家率 ％ )

昭和４０～６０年代に開発された大規模住宅団地の空き家の増加と高齢化・人口減少

住宅リフォーム・リニューアル市場は、さらに伸びていく傾向

悪質リフォーム業者等の事案から、県民のリフォームに対する不安

住宅の維持管理、廃棄・再利用等に至るライフサイクル全体を通じた総合的視点でCO2排出削減が必要

郊外住宅地等の再生・再編～住み続けられ、住み継がれるまちづくり～

地域情報を含む「住情報提供システム」の構築－エリア価値の向上－

リノベーションにより既存住宅の価値を高めことにより流通促進を図る

空き家・空き地を活用した地域の活性化

住み替え・二地域居住等の新たな取り組み

住宅を求める側と住宅ストック(空き家等)のミスマッチの解消

住宅の継続的な利用価値を支える仕組みの構築の必要性－住宅のストック価値の向上－

資料
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